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Ⅰ．はじめに

最近わが国の政府支出の中でいわゆる国際公

共財と呼ばれる支出が増加している。防衛費や

経済協力費，地球環境保全に対する支出，国際

機関への拠出金は，経済学の概念では，国際公

共財への支出として理解することができる。国

際公共財とは，ある国の支出が国際的な関係の

中で世界全体の国々にとって共通の便益となる

ものである。

国際公共財の代表的な例は，防衛費である。

わが国の防衛費は，国の歳出項目の中では４番

目に大きな予算項目であり，最近では５兆円程

度の規模である。国際的にみても，有数の予算

規模となっている。アメリカをはじめとして，

ヨーロッパ各国も東西冷戦構造の崩壊後，防衛

費を大幅に削減している。大幅な財政赤字を抱

えるわが国にとっても，国際関係の変化に対応

して，防衛費のより効率的な使い方が求められ

る。

また，地球環境対策への支出も国際公共財と

考えることができる。このような政府支出は，

国際的な調整を円滑に行うために，あるいは，

地球の温暖化を抑制するために，ある程度はや

むを得ない。しかし，国際関係や地球環境の安

定化によって得られるメリットを世界各国全体

で共有するためには国際的分担について合理的

な仕組みが求められる。たとえば，わが国だけ
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が国際公共財を負担しても，外国の負担がその

分だけ軽減されるだけなら，国際関係や地球環

境の安定化に貢献しないし，わが国の経済厚生

が低下するだけの結果に終わってしまう。世界

政府が有効に機能していない以上，国際的な分

担について合理的なあり方を実現するのは困難

である。したがって，わが国における国際公共

財の負担水準が適切な金額であるかについて，

厳しい点検が必要である。

こうした問題意識を背景として，本稿の第Ⅰ

節では，国際公共財の供給主体である一国の負

担水準とその国が享受する経済厚生との関係を

理論的に分析する。国際公共財の供給は各国政

府が自発的に供給すると考えられるが，そうし

た世界では公共財を多く供給する国が必ずしも

経済的に大きな便益を享受しているとは限らな

いことが，理論的に知られている。そのもっと

も典型的なパラドックスは，ある条件の下で導

出される公共財の中立命題である。第Ⅱ節では，

この中立命題を説明するとともに，それが成立

しないより現実的な状況で，逆説的な結果が導

出されることを示す。

ところで，国際化の進展は経済全体を活性化

して，その国にとってプラスに働く。しかし，

国際化はマイナスの効果ももっている。マイナ

スの効果として，リスクの増大が考えられる。

たとえば，貿易量が拡大すると，自国の生産が

世界的な比較優位の構造に組み込まれるために，

自国が比較優位となる財やサービスの生産に特

化する傾向が生まれる。その結果，外国での天

候不順や戦争・テロなどのショックがあると，

自国でほとんど生産していない財の外国からの

輸入価格が大幅に変動して，国内経済に大きな

影響を与える。１９７０年代に発生した２度の石油

危機がその例である。その結果，あらかじめリ

スクを軽減するような経済援助などの財政支出

も増大するし，また，ショックが起きた後での

景気対策などの財政的な対応も必要となる。

さらに，テロなどの安全保障上の脅威は，冷

戦後の新たなリスク要因である。これまでの安

全保障支出は，冷戦時代の敵対国を想定した防

衛支出が中心であったため，こうした脅威にあ

まり対応できるものではなかった。今後はテロ

対策としての情報収集能力，安全対策なども重

要になる。この分野でわが国が貢献できる余地

は多いだろう。

こうした問題意識を背景として，第Ⅲ節では

リスク要因を明示的に考慮する場合に，公共財

の負担が各国の経済厚生とどのような関係にあ

るのかを理論的に整理する。

Ⅱ．国際公共財の自発的供給

Ⅱ－１．公共財の中立命題

Ⅱ－１－１．中立命題

公共財のナッシュ的な自発的供給メカニズム

は，国連などの世界政府が公共財を供給するの

ではなく，各国の政府が自発的な意思により，

公共財を供給するケースである。その場合にパ

レート最適な公共財供給は実現せず，市場が失

敗することが明らかにされている。それに対し

て，各国の自発的な公共財供給を国際的な協調

や財政援助の枠組みで支援する可能性も検討さ

れている。本節では，ナッシュ的な供給メカニ

ズムの規範的な評価ではなく，そのもとで国際

的な再分配政策がもつ興味深い結果（＝中立命

題）について，議論したい。

Warr（１９８３）は，１９８３年に発表した論文に

おいて，ナッシュ的な公共財の自発的供給を前

提とすると，政府の所得再分配政策は民間部門

の公共財負担の調整によって完全に相殺され，

何の実質的効果ももちえないことを示した。し

かもこの中立命題は，民間の個人間での選好の

相違や所得分布の片寄りとは，まったく無関係

に成立する命題である。ただし，この命題は Shi-
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bata（１９７１）で暗黙のうちに導出されていた。

Ⅱ－１－２．中立命題のモデル分析

中立命題について，国際公共財を想定して定

式化しておこう。２国経済を想定する。２国と

もに国際公共財（a１，a２）を自発的に供給し，

ナッシュ均衡点が実現しているとしよう。ここ

で，世界政府の再分配政策を導入する。すなわ

ち，世界政府が２国経済において，世界政府へ

の負担金・拠出金を増額させることで，国１の

所得 w１を減少させ，それを国２に補助金とし

てトランスファーする国際間の所得再分配政策

をとるとしよう。

国１の可処分所得は減少するから，その国の

公共財負担 a１も減少する。逆に，国２の所得

の可処分所得は当初の所得 w２よりも増加する

から，その国の公共財負担 a２も増加する。公

共財の中立命題が意味するのは，均衡で，国１

の公共財負担の減少は丁度その国の所得の減少

と同一であり，また，国２の負担の増加もその

国の所得の増加と同一になるというものである。

その結果，国際公共財の総供給量は変化せず，

私的財の各国の消費量も変化しない。所得再分

配政策によって，各国の効用水準もなんら変化

しない。

公共財の中立命題を，数式で説明しよう。国

１のナッシュ反応関数は，次のようにも書ける。

mは国際公共財の価格である。

a１＝N１（w１／m＋a２）－a２
同様に，国２のナッシュ反応関数は，次のよう

に書ける。

a２＝N２（w２／m＋a１）－a１
ここで，世界政府が国１に Tだけの負担金を

かけ，それを国２にトランスファーするものと

する。新しい均衡を＊印で表すと，

a１＊＝N１（w１／m－T＋a２＊）－a２＊
a２＊＝N２（w２／m＋T＋a１＊）－a１＊

となる。a１＊＝a１－T, a２＊＝a２＋Tとおくと，こ

れら２式は，もとの２式と同一の式に帰着する。

すなわち，世界政府による再分配を丁度相殺す

るように公共財負担を自発的に調整することが，

各国の最適な解として実現する。

Ⅱ－１－３．中立命題と一般均衡

以上の議論を，一般均衡の枠組みで定式化し

てみよう。n の数の国がある世界経済を想定す

る。国 i（i＝１，２，…，n）は資産 wiを初期に

保有している。世界経済全体での利用可能な資

産Wは wiの合計である（W＝
!
i!1

n

wi）。国 i は

資産 wiを私的財の消費，yiと国際公共財への

自発的供給 maiに配分する。ここで，m は限

界＝平均の公共財供給費用である。ai（ai＞０）

を公共財の自発的な供給量，また，A をすべて

の国の公共財供給の合計（A＝
!
i!1

n

ai）としよう。

また，a－iを i 以外の国の公共財の供給量の合

計としよう。ナッシュ的な想定のもとでは，各

国は他国の公共財の供給が自身の公共財の供給

とは独立であるという想定で行動する。

国 i の最適化行動は以下のように定式化され

る。

Max
yi
，ai

Ui＝Ui（yi，ai＋a－i）（i＝１，…，n）（１）

s.t. wi＝yi＋mai

ここで，効用関数 Uiは厳密に準凹関数であ

り，２階微分可能であり，yiと A について増

加関数であると考える。A＝ai＋a－iであるか

ら，この最適化問題は以下のように書き直せる。

Max Ui（yi，A） （２）

s.t. yi＋mA＝wi＋ma－i

ナッシュ的な仮定のもとでは，他国による公共

財供給の増加（∆a－i）は，国 i の観点からは，

まるでその国自身の所得が m∆a－iだけ追加的

に増加したのと同じとみなされる。この最適化

行動から，A と yiはそれぞれ Uiの補償需要関

数として以下のように，定式化される。

A＝Φi（Ui） （３）

yi＝Γi（Ui） （i＝１，２，…，n） （４）

すべての国が公共財を自発的に供給すると想

定すると，私的財の消費の合計は，資源制約と
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整合的でなければならない。すべての国の予算

制約式を合計すると，公共財のナッシュ均衡は

以下の私的財に関する需給均衡式より求められ

る。

W－mΦi（Ui）＝
!
i!1

n

Γi（Ui）

（i＝１，２，…，n） （５）

ここで左辺は私的財の供給量を示し，右辺は私

的財の需要量を示す。均衡条件（５）は各国の資産

の総額を所与とすると，（W＝
!
i!1

n

wi），国際公

共財の均衡水準が各国間の所得（資産）の分布
＾w＝（w１，w２，…，wn）に依存しないことを示して

いる，これが公共財の中立命題あるいはWarr

の定理である。

これは驚くべき結論であり，その後多くの研

究と論争を引き起こした。なかでも，Bergstrom

他（１９８６）はこの結果をより一般化し，政策が

離散的に変化するケース，コーナー解のケース，

ナッシュ的な仮定をゆるめるケース，多数の公

共財があるケースなどを検討した。この命題は，

各国が自発的に公共財を供給している場合のみ

ならず，地方政府が全国レベルの公共財を自発

的に供給し合う連邦制度での各地方政府間での

再分配政策でも，同様の政策的な含意をもって

いる。

均衡条件（５）式はまた国際公共財のナッシュ均

衡水準（A）が資産の総額W に依存すること

も示している。したがって，資産の総額 （W）

が増加（あるいは減少）すれば，公共財のナッ

シュ均衡水準（A）も同様に増加（あるいは減

少）する。これは Bergstrom他（１９８６）が強調

するように，Warrの定理の重要な特徴である。

「公共財を供給する個人の集合でみて総額の資

産が増加すると（一定であると，減少すると），

公共財の均衡水準も増加する（一定である，減

少する）」（p．３４，１９８６）

その後の関心は，中立命題の結果が成立しな

い条件に向けられてきた。以下で説明するよう

に，そうした条件には，公共財を供給する国家

集合の変化，公共財を供給する機会費用の相違，

不十分な利他性，攪乱的な課税などがある。常

識的に考えると，中立命題はもろい命題であり，

一般的には成立しない。なぜなら，純粋の自発

的供給モデルは現実的とも思われないからであ

る。たとえば，Cornes = Sandler（１９８５），Boad-

way他（１９８９a，b），また Sandler（１９９２）を参照。

Ⅱ－１－４．中立命題の現実性

より現実的な状況で，この中立命題がどの程

度成立するかを検討しておこう。まず，ナッシ

ュ的な公共財の供給行動の修正について考える。

ナッシュ的な状況では，各国は他国の公共財の

供給行動を所与として，自らの最適な供給量を

決めていた。これに対して，代替的な供給行動

としては，ある国（たとえばアメリカ）がリー

ダーとなり，その国は他の国の反応関数を考慮

して，自らの最適な負担量を決めるという，リ

ーダー＝フォロワーの関係も考えられる。この

ようなシュタッケルベルク的な状況でも，公共

財の中立命題は成立する。

また，世界政府が最善解として公共財の供給

量を強制的に決める場合でも，この中立命題は

成立する。その場合には最善解を実現するよう

に，各国の可処分所得を世界政府が決めるので

あるから，他方で所得再分配政策を実施しよう

としても，その最適な可処分所得を変更するこ

とができないからである。このように中立命題

は，ナッシュ的な供給行動を修正しても成立す

る命題である。

中立命題が成立しない１つの大きな可能性は，

Bergstrom他（１９８６）が強調しているように，

公共財負担についての非負制約である。各国は，

ナッシュ反応関数にしたがって最適な公共財の

負担量を決めるが，この負担量は負にはなりえ

ない。自国の所得が低すぎるか，あるいは国際

公共財の評価が低すぎるかして，最適な公共財

需要が他国の公共財供給量の総和を下回る場合

には，自らの最適な公共財の負担は，負になる。

しかし，負の負担をすることはできないから，

結果として，所得をすべて私的財の消費にまわ

すというコーナー解が生じる。このとき，世界
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政府の所得再分配があると，コーナー解では自

発的な負担量を調整できないから，再分配政策

は中立ではなくなり，実質的な効果を持つ。こ

れまでの研究によると，国の数が多くなるほど，

また，所得分布の片寄りが大きくなるほど，コ

ーナー解の状況が発生しやすくなることが，明

らかにされている。本節のⅡ－３では，こうし

たケースでどのような逆説的な結果が生じるの

かについても，理論的に検討する。

さらに，Boadway他（１９８９b）が指摘したよ

うに，再分配政策に用いられる課税が一括固定

税ではなく，相対価格に影響を与えるような撹

乱的な課税である場合にも，中立命題は成立し

ない。たとえば，自発的に負担を増加させる国

に対して世界政府がその負担に連動して補助金

を出すようなケースでは，負担することの相対

価格が世界政府の政策によって影響されるから，

中立命題は成立しない。

負担すること自体に喜びをみいだすような選

好を各国が持っている場合にも，中立命題は成

立しない。その場合には，国際公共財の総供給

量と同時に，自国がどれだけ貢献したかにも関

心があるので，公共財の総量が変化しなくても，

その貢献の割合が変化すれば，それは実質的な

影響を持つからである。

また，公共財価格の相違も重要なポイントで

ある。ある国の負担する公共財の価格（生産性）

が，他の国での価格と相違するケースを考えよ

う。国により生産性が異なるとき，生産性の低

い国は生産性の高い国へ無条件の所得移転を行

う誘因がある。

Ⅱ－２．準公共財とトランスファー・パラドッ

クス

Ⅱ－２－１．準公共財としての国際公共財

ところで，公共財が純粋公共財ではなく，準

公共財である場合について考えてみよう。公共

財の波及効果が国際的に異なる準公共財の場合

には，等量消費が成立せず，外部効果の程度が

各国によって異なる。この場合に，中立命題は

成立しない。国の数が３つ以上あると，いわゆ

るトランスファー・パラドックスという結果が

生じる。トランスファー・パラドックスとは，

トランスファー受取国の経済厚生が低下し，与

える国の経済厚生がむしろ上昇する逆説的な状

況を指している。標準的な貿易理論では，この

逆説的な現象は交易条件効果による。

以下では，交易条件が一定である場合を前提

として，準公共財の外部効果の相違とそれに対

する第３国（トランスファーの外にある国）の

反応如何で，パラドックスが生じることを説明

しよう。より一般的な議論は，Ihori（１９９２）で

なされている。

Ⅱ－２－２．防衛費の国際的分担問題

国際公共財の１つの代表例として，防衛費の

国際的分担問題を想定する。いま世界にアメリ

カ，日本，EUの３つの国があり，それぞれ防

衛費を自発的に分担し合っているものとしよう。

アメリカは世界全体の防衛費に関心を持ってい

るが，日本は太平洋地域の防衛に主な関心があ

るため，日本とアメリカの防衛費にのみ関心が

あり，EUの負担には無関心であるとしよう。

逆に，EUはヨーロッパとアメリカに主な関心

があるため，日本の負担には無関心であり，自

国とアメリカの負担に関心があるものとしよう。

すなわち，アメリカの防衛費は３国モデルで純

粋公共財的な性格を持っているが，日本と EU

の防衛費は準公共財的な性格を持っている。

ここで，日本からアメリカへ外生的な所得移

転を想定しよう。これは，通常はアメリカの経

済厚生を上昇させ，日本の経済厚生を悪化させ

る。しかし，以上の国際公共財モデルでは，こ

の所得の移転によって必ず，受取国であるアメ

リカの経済厚生は悪化し，援助を与える日本の

経済厚生がかえって上昇するというトランスフ

ァー・パラドックスが生じる。その理由を直感

的に説明しよう。

EUの防衛費が一定であるとすれば，日本か

らアメリカへのトランスファーは，２国モデル

で考える限り両国がともに両国の防衛費の合計

に関心を持つから，中立となる。アメリカと日

国際公共財の供給と各国の経済厚生
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本の２国間に限定すれば，お互いの防衛費は純

粋公共財であるから，中立命題が成立し，両国

の経済厚生は変化しない。すなわち，日本では

トランスファーと同額だけ，防衛費の負担が減

少し，アメリカではトランスファーと同額だけ，

防衛費の負担が増加する。

しかし，アメリカと日本の間での防衛費分担

の変化は，EUにとっては，無差別ではない。

アメリカの防衛費の増加によって EUの経済厚

生は上昇する。その結果，EUの実質的な所得

の増加に見合って，EUの私的な消費が増加す

る分だけ，EUの防衛費の負担が減少する。す

なわち，EUは，アメリカの防衛費の増加によ

って，多少は只乗りすることが可能となる。こ

れは，アメリカの経済厚生を減少させる。なぜ

なら，アメリカは EUの防衛費にも関心を持っ

ているからである。アメリカは，実質的な所得

の低下により，私的な消費を減少させるが，現

実の所得は変化しないので，その分だけアメリ

カの防衛費は増加する。EUの防衛費の低下を

一部埋め合わせるように，アメリカは，防衛費

を少しは増加させるのである。これは，日本に

とってはプラスに働く。第３国である EUの反

応を考慮することで，援助の受取国であるアメ

リカは必ず経済厚生が低下し，援助を与える日

本の経済厚生は必ず上昇するのである。

準公共財の例としては，以上のような極端な

３国関係だけではなく，お互いの公共財がそれ

ぞれ程度は異なるにせよお互いに準公共財であ

る状況がより現実的である。もっともらしいす

べての場合について，トランスファー・パラド

ックスが生じるわけでもない。しかし，準公共

財的な関係を想定すると，中立命題が成立しな

くなるばかりか，逆説的な結果が生じることも

ある。

Ⅱ－３．負の国際公共財

Ⅱ－３－１．負の公共財対策

ところで，（２）式で定式化される公共財の自発

的供給モデルは必ずしも適切なものではない。

実際には，多くの公共財は，望ましくない結果

をもたらす公共的に悪い行為（負の公共財）を

弱めるかあるいは相殺することを意図した公共

財である。たとえば，地球環境汚染の水準やテ

ロの不安水準などが，「負の公共財」である。

こうした負の公共財を減少させるタイプの公共

財支出（たとえば，地球温暖化対策や防衛サー

ビスの量）の場合，各国の本当の関心は国際公

共財の供給水準そのものではなくて，そのよう

な公共財を供給した結果，減少する負の公共財

の量である。言い換えると，世界の各国が関心

を持つのは，２つのタイプの公共財のうちで，

公共財供給で相殺しようとしている望ましくな

い負の公共財である。

負の公共財とそれへの対策を想定すると，初

期に負の公共財がどれだけ蓄積されているのか

を定式化することも重要である。もしそれが外

生的に所与であれば，２つのタイプの公共財（負

の公共財とそれを減少するための対策としての

公共財支出）を区別する必要はない。しかし，

もしそれが世界の中で内生的に蓄積されるとす

れば，２つのタイプの公共財を区別すべきであ

る。したがって，モデルの中に経済厚生を高め

る公共財と経済厚生を低める負の公共財という

２つのタイプの公共財を明示的に導入する必要

がある。以下では，地球の環境汚染を例にとっ

て，負の国際公共財とそれへの対策を分析する。

Ⅱ－３－２．モデルの定式化

各国が経済活動をする際に，生産において環

境を何ら汚染しない行為は考えにくい。したが

って，以下では単純化のために，国 i の生産行
―為が必然的に ziで示される環境汚染を引き起

こすと考える。初期の汚染水準はその国の所得

＝生産活動と対応している。あきらかに，生産

活動がなければ，その国の環境汚染量もゼロで

ある。以下では，環境汚染量は私的財の生産量

（＝所得水準）とプラスに相関していると仮定

する。さらに，環境改善行為でそれを減少させ

ることができると考える。したがって，環境汚

染式は以下のように定式化される。
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―wi＝mi zi， （６）

ここで miは環境汚染行為の限界（＝平均）費

用でもある。

― ―ここで Z≡
!
i!1

n

ziと定義しよう。２つのタイ

プの公共財を明示すると，国 i の最適化問題（２）

は以下のように再定式化される。

―Max
yi，ai

Ui＝Ui（yi，ai＋a－i－Z） （７）

s.t. yi＝wi－ki ai

ここで aiと a－iは国 i の環境改善行為，およ

び国 i 以外のすべての国の環境改善行為である。

また，kiは環境改善行為の単位費用である。

国 i が環境改善行為を何らしない場合は，yi
―＝wiが成立するから，その国の環境汚染水準 zi

は（６）式で与えられる。その国が環境改善行為を

行って，環境汚染を aiだけ相殺すれば，その

国が発生させるネットの環境汚染水準 ziは zi＝
―zi－aiで与えられる。あるいは，

―ai＝zi－zi （８）

となる。

環境汚染の総量と国 i 以外のすべての国が出

す環境汚染の総量を，それぞれ Z と z－iで表

すとしよう。このとき，次式が成立する。

ai＋a－i＝A，Z＝zi＋z－i，

また，最適化問題（７）は以下のように書き直せる。

―
Max Ui（ yi，A－Z）＝Ui（ yi，－Z） （９）

― ―
s.t. yi＋ki（A－Z）＝wi＋ki（a－i－Z） （１０）

上の定式化において，国 i 以外のすべての国が

発生する汚染量はその国の所得を kiz－iだけ実

質的に低下させる効果を持っている。

こうしたモデルで経済成長（外生的な所得の

増加）が生じたとしよう。ここで，m＝mi＝ki

とすると，もう１つの中立命題が成立する。す

なわち，∆w の追加的な所得増加は世界全体の

予算制約線を上方にシフトさせる。しかし，本

節の枠組みでは ∆w の所得が生産されると，生

産活動によって ∆w／m に等しいだけ汚染も増

加する。言い換えると，もし初期時点でのネッ

トの汚染水準をその後も維持するとすれば，環

境改善投資も同額 ∆w／m だけ増加しなければ

ならない。このとき，私的な消費に回せる資源

は増加しない。その結果，∆w の所得の増加に

よっても，実質的な予算線は上方にシフトしな

い。言い換えると，経済成長があっても同額だ

け環境対策のための国際公共財が供給され，そ

れが負の国際公共財の増加（環境汚染の増加）

を相殺するので，経済成長の結果，環境の質も

変化しないし，経済厚生も変化しない。負の公

共財を考慮しても，中立命題が成立する。

Ⅱ－４．環境汚染と各国の経済厚生

Ⅱ－４－１．資産の格差

国際機関は，途上国が環境改善行為により多

く支出ができるように，国際的に所得再分配政

策を追求している。しかし，上で説明した中立

命題が意味しているように，一括の所得再分配

政策の効果は限定される。もしすべての国家が

裕福であり，汚染排出への対策を自発的にして

いれば，総所得はナッシュ均衡に中立的である。

また，生産性の低い国家と高い国家間での所得

再分配も，すべての国家の厚生を必ずしも高め

るわけではない。

ここまでの議論ではナッシュ均衡の内点解を

想定し，環境改善行為を行う国々の集合も変化

しないと想定してきた。したがって，総所得が

同じという制約のもとで資産分布の変化は，何

ら実質的な意味を持たなかった。しかし，途上

国のように，貧しい国は所得が少ないために，

環境改善行為を何らしないことを選択するかも

しれない。なぜなら，彼らにとって他国家の環

境改善行為の総計（a－i）は自身の所得よりも

大きいからである。このとき，彼らは自らでは

環境改善行為を何ら行わず，したがって，環境

改善行為を行う国の数も，すべての国家が行う

場合よりも少なくなる。その結果，もし世界全
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体での総所得が同じとすると，そのもとですべ

ての国家が環境改善行為をおこなうような所得

分布の場合と比較すると，環境改善行為のナッ

シュ均衡水準は大きくなる。

よって，ナッシュ均衡で環境改善行為が行わ

れた場合のネットの汚染水準は，同じ総所得の

もとですべての経済主体が環境改善行為を内点

解で決める場合よりも，少なくなる。これはす

べての国家の厚生を高める。もし世界全体の所

得水準の合計が同じであるとすれば，各国間で

の所得格差が拡大して，世界における貧しい国

家の割合が多くなるほど，環境改善行為のナッ

シュ均衡水準も高くなる。

言い換えると，貧しい国家の数が多くなるほ

ど，コーナー解でのナッシュ均衡における環境

改善行為の水準とパレート最適水準とのギャッ

プも小さくなる。また，もし貧しい国の数が大

きくて，あるいは，豊かな国がより効率的な環

境対策技術を持っている場合，貧しい国から豊

かな国へのトランスファーは環境を改善して，

貧しい国にもプラスになる可能性がある。

Ⅱ－４－２．窮乏化成長

環境汚染を考慮すると，経済成長は経済厚生

を向上させるとは限らない。もし資産格差が大

きくて，コーナー解の可能性を無視できない場

合は，興味深い結果を得る。すなわち，世界全

体での経済成長はもしナッシュ均衡で途上国が

コーナー解に直面していれば，汚染水準の総量

を増加させることで，経済厚生を低下させる。

世界が２つの国で構成されているとしよう。

裕福な国と貧しい国である。経済成長が両国で

生じたとする。裕福な国ではⅡ－３での内点解

で資産増加は同額だけの環境改善行為の増加を

もたらし，経済厚生は変化しない。他方で，貧

しい国ではコーナー解で当初環境改善行為を何

ら行わなかったとすると，資産の増加は環境改

善行為の増加をもたらさない。その結果，環境

汚染の総量は増加し，豊かな国にとってマイナ

スとなる。豊かな国は経済成長の結果，厚生が

低下する。豊かな国は環境改善支出をさらに増

加させるが，これは貧しい国をある程度は助け

る。しかし，もし経済成長による環境悪化の効

果がこのプラスの波及効果を上回れば，貧しい

国も経済成長の結果，経済厚生は低下する。

Bhagwati（１９５８）が示したように，窮乏化成

長という逆説的な現象は，国際貿易の分野では

成長が輸入財の生産に過度にバイアスしている

か，あるいは，外国のオファー曲線が非弾力の

場合に生じる。Ihori（１９９４）は窮乏化成長が準

公共財の自発的供給のモデルで生じることを示

した。この節では，純粋公共財の世界でも資産

格差と生産による環境汚染を考慮することで，

窮乏化成長が生じ得ることを示した。

Ⅱ－４－３．まとめ

本節で示したように，ある状況では，負の公

共財のナッシュ均衡は所得分配と独立になるば

かりでなく，所得総額とも独立になりえる。も

しある国が貧しくてコーナー解に直面している

場合，そうでない場合と比較して，環境改善行

為の総量は増加する。これはすべての国にプラ

スの効果をもつ。また，そのような場合，世界

全体での経済成長は窮乏化成長という望ましく

ない現象ももたらす可能性がある。これらの興

味ある結果は，負の国際公共財を分析モデルに

明示的に導入することの重要性を示唆している。

経済成長が起きても，環境汚染のコストを考

慮すると，必ずしも経済厚生の向上につながら

ない。この節の分析は，環境汚染と生産活動が

プラスに相関し，各国政府が非協力ゲームで環

境改善行為を行う場合に，経済成長の便益が大

きく相殺されることを示している。
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Ⅲ．リスク管理と国際公共財

Ⅲ－１．リスク管理のあり方

Ⅲ－１－１．リスク対応としての財政支出

１９７０年代以降，わが国も含めて先進諸国はど

の政府も大きな政府になっている。また，国際

的な再分配に用いられる支出の伸びも大きい。

こうした背景には，リスクに対する選好の高ま

り，リスクの損害額の高まり，経済成長による

所得の増加がある。

特に，グローバル化で国境を越えて財サービ

ス，資本，労働が移動するようになり，ネット

ワークが整備され，人々の経済活動の国際面で

の相互依存関係が強くなると，テロなどの緊急

事態が発生したときの損害の大きさは飛躍的に

拡大する。それに応じて，国際公共財の役割も

大きくなる。

Ⅲ－１－２．軍拡競争と国際公共財の負担

戦後の世界の政治・軍事・経済関係は，１９９０

年代前半に旧ソ連陣営が崩壊するまで，アメリ

カと旧ソ連を頂点とする東西対立の冷戦構図で

あった。国際的なリスク管理や国際公共財の問

題を考察する際には，同盟国間での政策協調問

題と同時に，利害の対立する国の間での問題も

考慮する必要がある。２国あるいはそれ以上の

国が対立している場合には，ブロックが形成さ

れるが，ブロック間では一方の防衛費の増加で

他方の防衛費も増加するという軍拡競争が生じ

やすい。

防衛費の支出はある国の防衛費が同盟国内の

他国にもプラスの便益を与える。同盟国が非協

力的に防衛支出を行えば，すべての同盟国の経

済厚生が悪化する。逆に，それらの国々が協力

すれば，すべての国にとって利益となる。こう

した標準的な議論では，敵対国の反応は明示さ

れていない。これに対して，敵対国の反応を考

慮すると，同盟国が協力すると，協力しない場

合よりもすべての国の経済厚生が悪化する可能

性もある。

すなわち，２つの同盟国と１つの対立国から

なる３国モデルで，同盟国が協力する方がしな

い場合よりも，３国すべてにとって悪くなる可

能性がある。これは，同盟国内で協力して防衛

費を増加させることで，敵対国の防衛費が増加

するために，それが３国にマイナスの波及効果

をもたらすからである。このような状況では，

同盟国内での協力関係は必ずしも望ましいとは

言えない。

実際には同盟関係にあるブロックは，通常，

多数の国で構成されている。同じブロック同盟

内での国の数が増加すれば，協力することの利

益も増加する。したがって，もし同盟国の数が

多数であれば，敵対国の防衛費が増加したとし

ても，協力行動による均衡の方が望ましくなる。

これは，ブロック拡大の誘因を与える。

ところで，非協力のナッシュ均衡を前提とす

る限り，防衛費は軍拡効果の結果，世界全体の

厚生からみれば，過大になる。なぜなら，各国

は敵対国に与える波及効果を無視して自身の防

衛費の水準を決定するからである。これは第Ⅱ

節で説明した公共財の自発的供給モデルの標準

的な結果である。しかし，井堀（２００４）で分析

しているように，経済成長の長期的な効果を考

慮すると，もし（プラスの）軍拡効果よりも（マ

イナスの）所得効果の方が大きくなれば，防衛

費の定常状態での水準は長期的に過小に供給さ

れる場合もあり得る。なぜなら，経済成長が足

りない場合，民間貯蓄も過小であり，可処分所

得も過小になる。このマイナスの所得効果が防

衛費の供給水準を抑制するからである。もしこ

のマイナスの所得効果がプラスの軍拡効果を上

回れば，防衛費は動学的な効率性の観点（定常

状態で見て）では過小になる。その際には，資
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本蓄積と防衛費をともに促進することが望まし

い。

このように，軍拡競争の長期的な効果につい

ては，軍拡効果と所得効果という２つの概念を

用いることが有益だろう。各国が最適化行動を

とっていれば，安全保障と資本蓄積は同じ方向

に動く可能性が高い。資本蓄積の増加は実質所

得を高めて，安全保障の需要を刺激する。安全

保障を高めるために，各国ともに防衛支出を拡

大するだろう。冷戦構造下でも，ある程度中長

期的に各国が経済成長を遂げたように，防衛費

の負担でマクロ経済が行き詰まることは，理論

的に必ずしも生じない。むしろ，経済成長の結

果，安全保障に対する国民の需要も増加し，そ

れが冷戦構造下で防衛費の軍拡競争を助長した

面もある。

同盟関係にある２国モデルを想定すると，両

国が同一の技術と選好をもっている同質的な世

界では，両国は同時に成長する。成長のプロセ

スで，民生的な資本と防衛費支出が同時に蓄積

する。また，もし防衛費がプラスの初期便益を

もつなら，防衛費＝GDP比率は経済成長とと

もに上昇する。しかし，もし防衛費が固定費用

をもつ場合には，軍拡は不安定な結果をもたら

すこともある。

戦後の国際関係を振り返ってみると，冷戦時

代の初期には第３世界での権益を確保する戦争

が支配的であった。また，先進諸国を含めて当

時の資本蓄積水準は過小であったと考えられる。

したがって，冷戦構造を所与とすれば，先進国

の国益から見る限り，より多くの防衛費を投入

すべきであったと言えなくもない。逆に言えば，

現実の防衛費が過大でない分だけ，それがマク

ロ経済に重荷になった可能性も少なかったと思

われる。しかし，その後，冷戦の構図がお互い

に相手陣営とゼロサムのゲームをする消耗戦の

ような状況になると，防衛費は長期的に重荷に

なる。たとえば，核の開発コストは膨大である。

そして，IT技術が格段に進歩するにつれて，

人海戦術よりはハイテク兵器の重要性が増すよ

うになってきた。これは防衛技術面で固定費用

が大きくなってきたことを意味する。冷戦時代

の後期には，両陣営にとって防衛費はマクロ経

済にマイナスになってきたと解釈できるだろう。

この面から，冷戦構造は次第に経済成長の重荷

になってきたと考えられる。

Ⅲ－１－３．国際的なテロ対策

ところで，冷戦が終了したにもかかわらず，

国際的な対立への関心は高くなっている。超大

国間の軍事的な直接対立は少なくなっているが，

テロリストの攻撃，資源をめぐる争い，宗教的

な対立など，安全保障への脅威は依然として生

じている。内戦がその国や近隣諸国において経

済成長に与える短期，長期の影響をみると，冷

戦後においても規模の比較的小さな戦争であっ

ても近隣諸国に相当大きなマイナスの影響をも

たらす。

さらに，２００１年９月１１日にアメリカで発生し

た同時多発テロは，その後の国際政治・安全保

障に大きな影響を与えた。テロの脅威に力で対

抗すべきか，それとも，テロの背景にある経済

的・政治的問題を解決する方向で，非軍事的に

対処すべきかは，大きな選択肢である。テロ対

策の悪循環は，冷戦時における軍拡競争の弊害

にも似ている。

国家的な緊急事態に対応する政策手段はいく

つかある。アメリカがアフガニスタンやイラク

を攻撃したように，リスク要因を軍事的に除去

しようとするのも１つの選択肢である。同時に，

地域的なあるいは国際的な緊張を緩和させたり，

事後的な損害費用を軽減するために，国際公共

財（あるいは地域公共財）を支出することもで

きる。

一般的に，テロに対抗するには，テロが発生

する確率を小さくすることと，あるテロが生じ

た場合に，ある特定の対象がそのテロから逃れ

る確率を大きくしたり，テロの被害を小さくし

たりすることも考えられる。たとえば，テロ組

織を攻撃することは前者の対応であるし，重要

拠点の出入り口でチェックを厳しくすることは

後者の対応である。前者の対応はテロの脅威を
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小さくすることを目的としているが，その実現

はなかなか困難である。後者の対応には代替効

果がある。すなわち，ある場所や施設の防衛を

強化すると，別の場所や施設でテロの可能性を

高めてしまう。とくに，軍事拠点の防衛を強化

すると，そうした場所や施設でのテロの可能性

を小さくできるが，逆に，一般人を対象とした

テロを誘発する危険もある。

さらに，テロ組織を壊滅できたとしても，そ

れが新たなテロ組織をつくり出す可能性もある。

テロの脅威には強く立ち向かうとともに，テロ

を生み出す背景にも留意し，経済的，政治的，

社会的な緊張関係を緩和するような地道な努力

が重要になる。

Ⅲ－２．リスク回避と国際公共財

Ⅲ－２－１．問題の所在

国連などの国際機関，環境対策のための国際

的な取り決め，共同市場の創出など，様々な国

際公共財は，不確実な事態に対するリスクをシ

ェアする機能として，有益な支出である。地域

的な緊張の緩和，あるいは，不確実な緊急事態

のコストを減少させるために，各国は，国際公

共財（たとえば，自然災害の復旧対策のための

人的組織，対外援助など）をある程度自発的に

負担する。この点については，Olson＝Zeckhauser

（１９６６），Sandler（１９９３），Cornes＝Sandler（１９９４）

などを参照されたい。

ここで，２つの点を指摘しておこう。第１に，

公的に供給されるセーフティー・ネットは，公

共財の標準的な特徴である排除不可能性をもっ

ている。たとえば，対外援助の便益は，もし災

害，テロがランダムに生じるのであれば，各国

すべてにとって排除不可能なものとなる。グロ

ーバル化で国際間での相互依存関係が緊密にな

るにつれて，こうしたセーフティー・ネットの

便益は，ますます，すべての国に共通の国際公

共財としての便益になっていくだろう。第２に，

事後的に経済的に恵まれない国を主な対象とす

る援助も，事前的には，リスク回避的な選好を

もつすべての国にとって，便益をもたらす。災

害，テロが完全にランダムに生じるのではなく

て，リスクが生じる可能性が国際間で異なると

しても，事前的には，どんな国も自国が絶対に

不幸な事態に遭遇しないとはいえない。不幸な

国を救済する仕組みを事前的に構築することは，

すべての国にとって，程度の差はあるにしても，

リスク分散の観点から望ましい。不確実な状況

では，すべての国がある程度は国際公共財の供

給の負担を受け入れるだろう。

Ⅲ－２－２．モデルの定式化

そのような国際公共財 Gがどのように供給

されるかについて，簡単なモデル分析をしてみ

よう。各国の効用関数を次のように定式化する。

Wi
＝（１－α）V（cA

i
）＋αV（cB

i
）＋αU（G）

（１１）

c
i
は私的消費（i＝１，２）を示す。c

i
は不確実

性に直面する。良い状態 Aは確率１－αで生
じるが，そのとき i国は c

A
iを消費する。悪い状

態 Bは確率 αで生じるが，そのとき i国は c
A
i

を消費できずに c
B
iを消費する。国際公共財

は，１－αの確率で状態 Aという良い事象が

生じたときではなくて，確率 αで状態 Bとい

う悪い事象が生じたときに，より便益をもたら

すと考える。したがって，単純化のために，こ

こでは公共財の便益は状態 Bのときにのみ発

生すると考えている。たとえば，災害，テロが

発生した場合にのみ集中的に行われる支出であ

る。

国際公共財 Gは各国（i＝１，２）の公共財の

負担 g
i
の合計として与えられる。

G＝ g１＋g２ （１２）

各国のそれぞれの状態 A,Bにおける予算制約

式は，次のようになる。添え字の iは国を表す。

cA
i
＝Y

i
－g

i
（１３‐１）

cB
i
＝（１－π

i
）Y

i
－g

i
＝cA

i
－π

i
Y

i
（１３‐２）

ここで Yiは外生的に所与の国民所得，πi（＞０）
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は緊急事態が生じたときの資源の消失割合であ

る。よって，πは損害率とも呼ぶことができる。
たとえば，状態 Bがテロの発生に対応するな

ら，π
i
Y

i
はテロによって失われる所得（あるい

は復興にかかる費用）に相当する。状態 Bが

自然災害であれば，π
i
は生産のうち破壊された

ものの割合を示す。ここでは，単純化のために，

不確実性は国民所得に対して発生すると想定し

ている。すなわち，状態 Bが生じれば，可処

分国民所得が一定の比率で減少する。Y
i
や π

i

は国際間で同じであるとは限らない。

各国は，それぞれ他国の公共財の負担水準を

所与として，自らの最適な公共財の負担水準を

決定する。あるいは，国際機関が各国政府の負

担を決める場合であっても，各国の合意を必要

とする。第Ⅱ節で分析した公共財の自発的な供

給メカニズムのナッシュ均衡で，このモデルの

均衡が決定されると考えよう。こうした公共財

需要モデルの特徴はどのようなものだろうか。

ここで支出関数を以下のように定義しよう。

―
Min Ei≡c

A
i＋G subject to Wi＞－Wi

このとき，支出関数として次式を得る。

E（Wi，πiYi）＝Yi＋
!
i"!j

gj

よって，国際公共財の自発的供給を伴う２国モ

デルは以下の式でまとめられる。

E（W１，π１Y１）＋E（W２，π２Y２）

＝Y１＋Y２＋G（W１，π１Y１） （１４）

G（W１，π１Y１）＝G（W２，π２Y２） （１５）

ここで G（ ）は公共財に対する補償需要関数で

ある。（１４）式は支出関数の定義と世界全体の予算

制約式より求められる。（１５）式は各国が均衡では

同じ水準の公共財を需要することを意味する。

Ⅲ－２－３．負担と経済厚生

（１５）式より，もし非常事態のコストが両国で同

じであれば，すなわち

π１Y１＝π２Y２

であれば，期待効用も均等化する。

W１＝W２

所得が両国間で異なる場合でも，非常事態のコ

ストが同じであれば，期待効用は同じになる。

これは，公共財の自発的供給によって不確実性

が起きる前の所得に関して，均等化がなされる

からである。同様に，もし国１で非常事態のコ

ストが国２よりも大きければ，（π１Y１＞π２Y２），

国１における経済厚生は国２よりも低くなる

（W１＜W２）。この結果は，Gの補償需要関数が

非常事態のコストの増加関数であることによる。

G π≡!G ／!πY＞０。

各国が自発的に公共財負担を決めるとき，均

衡での各国の経済厚生は，損害率や所得水準に

応じて決まるだろう。なかでも，π
i
Y

i
を国 iの

緊急事態での損害費用と呼ぶと，この損害費用

の多い国ほど，相対的に経済厚生（事前的な意

味での）が低くなる。また，損害費用が等しけ

れば，損害率や所得水準が異なる場合でも，経

済厚生も等しくなる。緊急事態が起きないとき

と起きるときでネットの消費水準の差は，損害

費用に等しい。公共財の自発的供給によって，

可処分所得の国家間での差は相殺される。この

点は，公共財の中立命題の結果である。しかし，

それでも状態 Aと Bで，損害費用分の消費水

準の格差は解消されない。リスク回避的な選好

をもっているかぎり，損害費用の大きな国の方

が，期待効用は小さくなる。

ここで，国１がより裕福な国であり，Y１の

方が Y２よりも大きいとしよう。また，悪い状

態 Bのもとでも，国１のネットの所得（１－π１）
Y１の方が国２のネットの所得（１－π２）Y２より

も大きいとしよう。したがって，国際公共財の

供給がない世界では，国１の方が国２よりも事

前的な意味での経済厚生は高い。ところが，も

し国１の方が国２よりも損害費用も大きいとす

れば，結果は異なってくる。すなわち，
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π１Y１＞π２Y２

とすれば，国１の方が国２よりも事前的な経済

厚生が小さくなってしまう。このような逆説的

な結果は，損害費用の大きな国がより大きな公

共財負担に応じようとするからである。国１が

より多くの公共財を負担するために，国２の公

共財の負担が抑制され，これが国１の経済厚生

を悪化させるためである。

次に，損害率 π
i
の上昇のもたらす影響を考

えてみる。国１のみの損害率 π１の上昇は，経
済全体の利用可能な資源を減少させるので，す

べての国の経済厚生を低下させる。これは，所

得効果である。また，π１の上昇は，国１の公共
財需要を刺激して，g１を増加させる。これは，

国２の自発的な公共財の負担 g２を抑制する効

果をもっている。したがって，こうした公共財

負担の相対的な割合に与える効果として，国１

の経済厚生は悪化し，国２の経済厚生は改善す

る。これら２つの効果を総合すると，国１の経

済厚生は必ず悪化するが，国２の経済厚生がど

うなるかは不確定である。国２は，所得効果が

相対負担効果（ある所与の公共財をどのように

各国が負担しあっているか，その相対的な割合

を示す効果であり，負担割合が大きいほど，効

用水準は低下する）を上回れば，その経済厚生

は悪化する。

また，国２から国１への所得移転効果を検討

しよう。国１の非常事態費用 π１Y１の増加で両

国が損をする一方で，国２の非常事態費用 π２Y２
の減少で両国が得をする。国１の非常事態費用

の増加で g１が促進される一方で，国２の非常

事態費用の減少で g２が抑制される。これが相

対負担効果である。よって，もし相対負担効果

が大きければ，強い移転パラドックスも生じ得

る。

最後に，各国の所得 Y１が等しく増加する世

界全体の経済成長の効果を考えてみよう。これ

は，すべての国の経済厚生を増加させ，各国の

公共財の負担も刺激する。したがって，経済成

長の結果，リスク回避的な機能をもつ公共支出

は増加するだろう。逆に，損害率 π１＝π２の上昇
は，各国の経済厚生を悪化させて，公共財の負

担も抑制する。リスクが増大したからといって，

必ずしも公共財需要も増加するとは限らない。

Ⅳ．おわりに

本稿の第Ⅰ節では，国際公共財の供給主体で

ある国の負担水準とその国が享受する経済厚生

との関係を理論的に分析した。国際公共財の供

給は各国政府が自発的に供給すると考えられる

が，そうした世界では公共財を多く供給する国

が必ずしも経済的に大きな便益を享受している

とは限らない。そのもっとも典型的なパラドッ

クスは，ある条件の下で導出される公共財の中

立命題である。第Ⅱ節では，この中立命題を説

明するとともに，それが成立しないより現実的

な状況で，逆説的な結果が導出されることを示

した。

第Ⅲ節では，リスクと国際公共財供給との関

係を分析した。テロの危険性など損害率の上昇

は，国際公共財負担の面では各国政府の役割を

大きくさせるとはいえない。むしろ，期待効用

が減少する（負の）所得効果のために，各国政

府の自発的な対策意欲は小さくなる。これに対

して，経済成長による所得の増加は，公共財需

要の面で各国政府の役割（自発的負担）を拡大

させる。したがって，これからの経済の中で，

あまり経済成長が期待できないとすれば，各国

が国際公共財を自発的に供給していくことにも

限界があるだろう。とくに，ITを利用するこ

とで大規模のテロが引き起こされたり，損害率

の増加が予想されたりするときには，自発的対
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応のみに依存しない，これまでとは違った国際 的協調の枠組みが必要になるだろう。
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